
１．はじめに

本稿ではヨーロッパにおける特許訴訟制度統一化

（UPLS：Unified Patent Litigation System）に関する

最新情報を提供します。現在ヨーロッパにおける特許

訴訟は各国の個々の裁判所で行われていますが，

UPLS によればヨーロッパ全域をカバーする 1 つの裁

判所を使用する特許訴訟制度が形成されることになり

ます。

1 つの統一裁判所を設立しようという流れには幾つ

かの理由があります。特許に関して 1 つの判決がヨー

ロッパ全域で効力を有するとすれば，その統一裁判所

が法的安定性・確実性を向上することができ且つ訴訟

当事者のコストを大幅に減ずることができます。ま

た，現在のシステム（幾つかの国で別々に訴訟をする

システム）に比べて，訴訟期間も大きく短縮すること

ができます。

2009 年 12 月 4 日に開催された EU Competitive-

ness Council（競争力評議会）の会合において 2 つの

合意が成されました。第 1 の合意は統一 EU 特許の基

本的な性質に関するもので，第 2 の合意はヨーロッパ

における UPLS の設立に関するものでした。この 2

つの合意は統一訴訟制度に向けた大きな一歩であると

言えます。本稿では UPLS に関する合意を検証して

みたいと思います。提案されたシステムの重要な特徴

を以下に説明します。

EU 法の下における UPLS 提案の適法性に関する予

備的見解が CJEU（Court of Justice of the European

Union：欧州連合司法裁判所）の法務総督から 2010 年

8 月末に出されています。その後，CJEU は 2011 年 3

月に最終見解を出しました。この見解のインパクトに

ついても後述します。

２．歴史的背景

EPO（ヨーロッパ特許庁）は 1999 年からヨーロッ

パ特許条約等に基づく統一欧州特許裁判所に関する提

案を作成してきました。これは EPLA（European

Patent Litigation Agreement）と呼ばれています。こ

の提案は単一のヨーロッパ特許の導入というアイデア

に密接にリンクしています。

前向きなスタートを切ったものの，その後，EPO 提

案は進展することなく，2005 年のヨーロッパ特許裁判

所の設立に関する合意案が作成されると，議論がス

トップしてしまいました。しかし 2007 年になると，

欧州連合理事会がヨーロッパ特許裁判所の構成，手続

及び管割権に関する一般的な性格に関して提案を出し

てきました。この提案には EPLA の多くの特徴が含

まれています。

ドイツ人学者（Dietmar Harhoff 教授）が，UPLS に

より減ずることができるコストについて分析をし，

2009 年 2 月にその内容が公表されています。この分

析結果を見ると，UPLS は利点が多いという結論が出

ています。数カ国で同じような訴訟をしないです済む

ことによる費用削減は，UPLS というシステムを運営

するコストの少なくとも 5倍以上になると推定されて

います。2009 年後半に欧州委員会は UPLS が設立さ

れるべきであるという強い recommendation を出し

ています。

これを受けて 2009 年 12 月 4 日に Competitiveness

Council が開かれ，UPLS 提案（後述）が作成されまし

た。

UPLS 提案に続き，EU 議長国は，UPLS 提案が EU

条約に合致しているかについて CJEU（欧州連合司法

裁判所）に意見を出すよう求めました。このシステム

を実施する前に CJEU からの承認が必要だからです。

2011 年 3 月初旬に CJEU は UPLS 提案が EU 条約に

適合しているかについての見解を出しました。
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残念ながら，CJEU は現状の UPLS 提案では EU 法

に合致していないという結論を出しました。その一方

で，CJEU は，EU 法が統一欧州特許裁判所の設立を

原則として禁止しているという見解は示していませ

ん。これは我々にとって良い知らせであると考えられ

ます。しかし，CJEU は「統一欧州特許裁判所は EU

法の優越性を明言すべきであり，UPLS 内で EU 法違

反があった場合の保障条項を充実させるべきである。」

と言っています。

特に CJEU は，統一欧州特許裁判所による EU 法違

反があった場合に EU加盟国は当該違反に責任を持た

なくて良いという点に反対しています。UPLS では特

許事件を審理する権能は各国裁判所から統一特許裁判

所に移されることになります。現在の各国裁判所の審

理は EU 法により規定されており CJEU 判決の効力

が及びますが，統一特許裁判所の場合は異なる取り扱

いがなされることになります。CJEU は，このように

なると EU 法の統一的な適用が難しくなると感じてい

ます。よって，現在の UPLS 提案が法律になる前に幾

つかの大きな変更が必要でしょう。CJEU が UPLS 提

案を受け入れる前に，UPLS におけるより強大な役割

が CJEU に与えられる必要があると思われます。

３．法律文書

Competitiveness Council 会合では UPLS の法律文

書案について合意を得ることができませんでした。し

かし，どのような法律文書が必要で，大凡どのような

形にすべきかについては合意が得られました。第 1

に，UPLS アグリーメントは EU 法ではなく国際条約

とすべきこと。こうすると，EU に属さない欧州特許

条約（EPC）加盟国（例えば，トルコ）が UPLS に加

盟することができるという利点があります。しかし，

最 初 の 何 年 か は EFTA（European Free Trade

Agreement）加盟国だけしか UPLS に入ることが出来

ないようにすると思われます。他の国は UPLS アグ

リーメント施行から 5 年後に加入が認められると考え

られます。

UPLS アグリーメントが国際条約になることによる

他の利点は，全ての EU加盟国が UPLS に合意する必

要がないことでする。つまり，少数の国の反対により

全てのプロセスが頓挫するということがなくなりま

す。

さらに 2 つの法律文書が UPLS にはあります。裁

判所の法令は統一裁判所の構成を明記し，手続規定は

統一裁判所により裁判がどのように取り扱われるかを

明記します。この法令と手続規定の案が現在提出され

ています。現在の法律文書案に記載されている UPLS

の特徴は後で説明します。

４．UPLSの裁判システム

UPLS 提案では，統一裁判所は「European and the

EU Patent Court: EEUPC」（欧州 EU 特許裁判所）と

呼ばれています。以下において，本稿で裁判所という

言葉は EEUPC を意味します。EEUPC は第一審と控

訴審と登録部からなっています。

第一審は 1 つの中央部と複数の地方部・地域部に分

けられます。控訴審は 1 つです。現時点で，第一審中

央部と控訴審の場所については，何ら決定されていま

せん。場所の決定は議論を呼ぶと思われます。幾つか

の加盟国は自国に第一審中央部や控訴審を呼びたいと

目論んでいます。

・第一審

UPLS 加盟国の全ては，第一審の地方部を自国に設

置する権利を有します。そして，取扱件数の多い加盟

国は複数の地方部を設置することになると思われま

す。特に，年間 100 件を超える事件を扱う国は最大 3

つの地方部を設置することができるようになると思わ

れます。これはドイツ，フランス及びイギリス等の

ヨーロッパ経済大国に適用されことになります。しか

しながら，加盟国は自国の地方部の財政を負担しなけ

ればなりません。もし複数の加盟国をカバーする地域

部が設置された場合には，その費用は EEUPC が負担

します。よって，加盟国には地域部を設立する財政的

インセンティブが与えられることになります。地方部

の設置は比較的少数になると期待されています。

・控訴審

控訴審は通常のケースでは最終審となります。よっ

て，UPLS は二審制を採用することになります。現在

の EPO（ヨーロッパ特許庁）の審判部のサスペンデッ

ド効果と同じように，控訴すると特許有効無効に関す

る下級審の決定がサスペンド（保留）されます。しか

し，他の争点について保留効果は生じません。
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・CJEU

CJEU は UPLS の中に含まれるようになると考えら

れますが，UPLS 提案では，特許事件に関する限り

CJEU の控訴審（上級審）は設けられていません。

EEUPC は CJEU に対して EU 法解釈に関する質問を

付託することができます。よって，UPLS の中の

CJEU の役割は EU 法の解釈に均一性を与える（均一

性を保持すること）です。これは CJEU の目的に沿う

ものであります。UPLS 提案における CJEU の役割は

現在の EPO システムにおける拡大審判廷の役割と異

なります。なぜなら，CJEU は特許法に関する質問に

答えを出す機関ではないからです。

上述のように，UPLS 提案は幾つかの点で修正する

必要があると思われます。当該修正により，CJEU に

はより大きな役割が与えられることになるでしょう。

この点において幾つかのオプション（選択肢）があり

ます。例えば，CJEU に控訴審を作るとか，CJEU は

EPO もしくは加入国からのリクエストに応じて法律

的再考（review）を行うだけにする等のオプションが

あります。

５．UPLSの判事

UPLS を実際に施行する際の大きな問題点は有能な

判事を全ての地方部・地域部に供給できるかという点

です。UPLS 提案では EEUPC において審理をするこ

とができる判事は特許裁判の経験を有していなければ

なりません。

EEUPC の 1 つの面白い特徴は技術的適格を有する

判事と法律的適格を有する判事を使用することです。

技術判事は関連技術分野において所定の専門知識を有

していなければならないだけでなく，民法及び民事訴

訟法の知識も有していなければなりません。これは歓

迎されるべき条件だと思います。十分な数の充分な適

格性を備える技術判事を実際に雇用することができる

のであれば，という条件付きですが。技術判事は各国

の裁判所において判事の資格を有する必要は無いの

で，UPLS では弁理士が技術判事に成る可能性があり

ます。

EEUPC の第一審では通常 3 名の判事により審理が

行われます。地方部の場合，3 名の合議体はその国出

身の判事を 1名もしくは 2名含みます（その国で年間

何件審理をしているかに応じて）。より詳しくは，当

該国で審理される年間事件数が 50 件未満であれば，

その国から合議体に入ることができる判事の数は 1名

だけです。残りの 2 名の判事は中央判事団（central

pool）から指名されます。全ての事件において，地方

部の合議体は国籍が異なる判事を少なくとも 1名含ま

なければなりません。

地方部・地域部は通常，法律適格を有する判事のみ

で構成される合議体を使用することが認められます。

しかし，特許取消が争点になっている場合や侵害訴訟

の当事者の一方が技術判事を要求した場合，4 人目の

判事として技術判事を呼ばなければなりません。中央

部は常に，2 名の法律判事と 1 名の技術判事（当該技

術を専門とする技術判事）から構成される合議体を使

用しなければなりません。控訴審は 5名の判事から成

る合議体を使用します。3名の法律判事と 2名の技術

判事が合議体を構成します。

幾つかの国の地方部においては，経験の浅い判事だ

けで合議体が構成されるのではないかという心配があ

ります。その結果，大きな国に比べて質の低い判決が

出されるのではないかという危惧があります。しか

し，中央判事団から派遣される判事も加えることが要

件となっていますし，小さな国の合議体には国外から

の判事が 2名（つまり過半数）入るので，判決の質に

ついてのバラツキは最小に抑えられると考えられま

す。

６．どのような特許がUPLS により取り扱われる

のか

UPLS は EPO が付与したすべての現存欧州特許に

適用されますし，これから EPO が付与するすべての

欧州特許にも適用されます。ヨーロッパ統一特許制度

が出来たならば，UPLS はこれにも適用されます。そ

の一方で，各国の特許は EEUPC の管轄外となり，各

国の裁判所により取り扱われます。

７．EEUPCが取り扱うことができる事件

EEUPC は下記の事件を処理することができます。

・特許侵害事件（非侵害確認裁判を含む）

・特許有効無効事件

・特許ライセンス事件

注目すべきは，EEUPC は上記以外の事件を取り扱

うことができないという点です。EEUPC は，例えば，

不正競争防止法，契約法，意匠法及び商標法に関する

ヨーロッパにおける特許訴訟統一化の動向

パテント 2011Vol. 64 No. 6 − 77 −



事件を審理することができません。このような事件

は，従前通り，各国裁判所が審理します。

８．侵害判断と無効判断の分離

UPLS 提案では地方部は侵害判断及び無効判断を行

うことができます（これは現在のイギリスのシステム

と同じ）。また地方部は当該事件の無効判断について

は中央部に任せることにし，侵害判断だけを行うこと

も出来ます（これは現在のドイツのシステムと同じ）。

地方部はその裁量により，侵害についてのみ判断を出

すという決定をすることができます（無効判断につい

ては中央部に任せる）。最終的に，地方部は当該事件

全体を中央部に任せるという決定を出すこともできま

す（この場合，当事者双方の同意が必要）。

侵害判断と無効判断の双方を行うか，これら判断を

別々に行うかの選択ができるようにした理由は，イギ

リスシステムとドイツシステムの間で合意が形成され

ない恐れがあったからだと思われます。中央部で無効

判断を行うと，次のような欠点が出てきます。すなわ

ち，特許権の有効性が判断される前に，地方部がヨー

ロッパ全域で差止請求可という決定を出す場合が生じ

ます。この場合，もし特許権が無効であることが後日

判示されたならば，当該特許権の侵害者には回復不可

能な経済的ダメージが生ずるでしょう。

９．裁判管轄とフォーラムショッピング

UPLS 提案では，EEUPC の中央部は取消に関する

申し立てを審理しますが，侵害に関する申し立ては地

方部・地域部が審理を行います。どの地方部・地域部

が当該事件を取り扱うことができるのかは，侵害の場

所と被告が依拠する国とに基づいて決められます。こ

れは現在のヨーロッパの裁判管轄ルールに沿ったもの

です。つまり多くの地方部・地域部は，EU 全域で活

動している被疑侵害者が関与する事件について，裁判

管轄権を有することになります。

その結果，特許権者がフォーラムショッピングを行

う可能性があります。つまり特許権者は権利行使する

際には，最もプロパテントな国を選択するでしょう。

これは現在アメリカの訴訟で起こっていることです。

こうなると，ヨーロッパ統一裁判制度の integrity が

弱められます。例えば，経験の浅い裁判官が勤務して

いる地方部が選択されて当事者の一方が望むような判

決を得られるとすれば，ヨーロッパ統一裁判制度の趣

旨が没却されてしまいます。この問題は最終的な

UPLS 案作成の際に検討されることを望みます。

10．言語の問題

EEUPC で使用する言語については未だ合意に達し

ていません。しかし Competitiveness Council は幾つ

かの提案を出しています。この提案によれば，地方部

で使用される言語は当該地方部が位置する国の言語を

用います。但し，地方部は EPO の公用語（英語，フラ

ンス語，ドイツ語）の 1 つを選択することもできます。

中央部は特許明細書の言語を使用し，控訴審は第一

審と同じ言語を使用します。いくつの言語が EEUPC

の各部で使用されるかを現時点で推測することはでき

ません。ヨーロッパ統一裁判制度のユーザの利便を考

慮すれば，ヨーロッパで多くの人が使用する言語に限

定される方向で議論が進むことが期待されます。

法務総監は使用言語の問題について危惧を示す意見

を出しています。法務総監の意見は，EEUPC の地方

部が使用する言語に関する現在の提案には同意できる

が，中央部が使用する言語が欧州特許明細書の言語

（英語，フランス語もしくはドイツ語）に限定されるこ

とには同意できないというものです。被告が上記 3 言

語のいずれにも不慣れな可能性があり（実際には稀で

しょうが），そのような場合に被告の弁明の権利が害

されるからであるというのが理由です。この問題も，

UPLS 提案の修正版において解決されるべきもので

しょう。

11．救済措置

EEUPC はヨーロッパ各国の裁判所が侵害事件にお

いて与えることができる救済措置と同様な救済措置を

講ずることができます。救済措置の例は以下のとおり

です。

・損害賠償

・差止請求（UPLS に加盟する全ての国にその効力

が及ぶ）

・暫定的な差止請求

・暫定的な差止請求としての対象物・商品の押収

大規模な侵害に対してヨーロッパ全域に及ぶ差止請

求を認めるという考えは，特許権者にとって UPLS が

与える最も魅力的な特質であると思われます。統一裁

判所（EEUPC）が出す 1 つの判決が絶大な経済的イン

パクトを与え，侵害予備軍に対して大きな抑止力を発
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揮するでしょう。

12．代理人及び代理権

UPLS は代理人に関する要件として次のような事項

を 当 事 者 に課し て い ま す。す な わち，当 事 者 が

EEUPC に対して手続きをするためには適切な代理人

を立てなければなりません。適切な代理人とは UPLS

加盟国の国内裁判所に対して手続きをすることが出来

る弁護士を含み，さらに，欧州特許弁理士も含まれる

ことになると思われます。EU 特許裁判資格（EU

patent litigation certificate）という資格が提案されて

いるので，この資格により欧州特許弁理士が EEUPC

において手続きをすることができるようになるでしょ

う。

13．5年間の経過措置

UPLS が施行されてから 5 年間は，ヨーロッパ統一

裁判所に提訴するのではなく各国の裁判所に提訴する

ことが認められます。5 年経過後は，EEUPC だけが

欧州特許に関する全ての裁判管轄権を有することにな

ります。但し，EPO の異議申し立て手続き及びこれ

に相当する各国の手続きは存続します。

UPLS は欧州特許権者にとってはとても利点が多い

と考えられます。但し，UPLS が特許権者にとってマ

イナス面を持つと考えるなら，特許権者は上記 5 年の

経過期間終了前 1ヶ月までに UPLS 適用除外を申出る

ことができます。特許権者は，自身の特許ポートフォ

リオの中の個々の特許権について，全ての特許権を

UPLS 外とするか一部の特許権を UPLS 外とするか決

めることができます。UPLS を利用しないとした特許

権は，その存続期間中は各国の裁判所において取り扱

われることになります。

UPLS を利用しないとした場合の利点は次のとおり

です。すなわち，全ヨーロッパで有効だった特許権が

1 つの手続で消滅してしまうという事態を避けること

ができます。しかしながらその一方で，全ヨーロッパ

で効力を有する侵害判決を得る可能性はなくなりま

す。現在の UPLS アグリーメント案では，一旦UPLS

を利用しないとした後に UPLS を利用したいと言う

ことはできません。UPLS を利用しないとする規定に

ついては多くの議論があります。なぜなら UPLS を

利用しない途を提供することが，UPLS の経済的なポ

ジティブインパクトを減ずるかについて見解が分かれ

ているからです。UPLS を利用しない場合の取り扱い

については今後（UPLS が施行される前に）色々な点

で変更がなされる可能性があります。

14．結論と今後の進展

以上の事実，予測及び議論をまとめると，Competi-

tiveness Council の合意に沿って考えれば，UPLS の

基本的な構成については既に完成されていると考えて

良いでしょう。また，UPLS 提案はヨーロッパ特許侵

害事件の簡素化及び費用削減という目的に合致してい

ると思われます。UPLS の下では第一審判決は 1 年以

内に出され，且つ，殆どの口頭審理は 1 日で終了しま

す。

最終的な UPLS アグリーメントが作成されるまで

に幾つかの課題を解決する必要があることも事実で

す。例えば，EEUPC 中央部をどの国に設置するか，

EEUPC の使用言語は何語にするか，UPLS を利用し

ない場合の取り扱い規定をどうするか等については議

論を要するでしょう。CJEU の意見を受けて Compet-

itiveness Council は UPLS 提案を大幅に修正しなくて

はいけないでしょう。当該修正により，新しい統一特

許裁判所は EU の法的枠組みに適合したものになるは

ずです。

UPLS が施行可能状態になる前に克服しなければな

らない多くの障害があります。しかし妥協点を見つけ

られれば，UPLS が 10 年以内に設立されるのではな

いかと思われます。そうなればヨーロッパ全域で特許

権を行使する際の特許権者の費用及び時間は大幅に減

ずることができます。

以上
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